
東京都市計画道路補助第２３０号線 
（練馬区大泉学園町七丁目～ 

同区大泉三丁目） 

令和元年6月24日（月） 

建設局道路建設部 

資料４－４ 
令和元年度第１回 
事業評価委員会 



目 次 

1. 事業概要               ・・・・・・・・・・・  1 

2. 社会経済情勢等の変化        ・・・・・・・・・・・  6 

3. 事業の投資効果          ・・・・・・・・・・・  8 

4. 事業の進捗状況            ・・・・・・・・・・・   13 

5. 事業の進捗の見込み        ・・・・・・・・・・・   15 

6. コスト縮減等             ・・・・・・・・・・・   16 

7. 対応方針（原案）           ・・・・・・・・・・・   17  



１．事業概要 

位置図 
練馬区大泉学園町七丁目 
～同区大泉三丁目 

• 事業の概要 

–位置図や計画諸元等 

• 事業の目的 

–現況、必要性等 

• 事業の経緯 

 

 

 

今回評価区間 L=1.25km 

1 

道路交通センサス観測地点 

光が丘駅 

大泉学園駅 

石神井公園駅 



１．事業概要 

本路線は、練馬区関町南四丁目から同区光が丘三丁目に至る延長約１０．４
ｋｍの都市計画道路であり、当該区間は、練馬区大泉学園町七丁目（大泉学
園通り）から同区大泉町三丁目（外環）までの１，２５０ｍ区間に幅員１８．０ｍ
の都市計画道路を整備するものである。 

事業の概要 

• 事業の概要 

–位置図や計画諸元等 

• 事業の目的 

–現況、必要性等 

• 事業の経緯 
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今回評価区間 L=1.25km 

光が丘駅 

大泉学園駅 

石神井公園駅 

練馬区関町南四丁目 

練馬区光が丘三丁目 



１．事業概要 

本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成する重要な路線である。 

本区間の整備により、周辺地域の交通の円滑化が図られるとともに、生活道
路へ進入する通過交通が本路線に誘導されることで、周辺地域の歩行者の
安全性と居住環境が向上する。 

また、歩道の整備や電線類の地中化を行うことで、快適で安全な歩行空間が
形成され、都市景観が向上する。 

事業の概要 

事業期間 
平成２２年度～令和３年度 

• 事業の概要 

–位置図や計画諸元等 

• 事業の目的 

–現況、必要性等 

• 事業の経緯 

 

 

 

経 緯 

 昭和４１年 ７月３０日：都市計画決定 

 平成２２年 ８月１０日：事業認可取得 

 令和 ４年 ３月３１日：事業認可期間 

  

3 

年 度 計画等 

昭和４１年７月３０日 都市計画決定 

平成２２年８月１０日 事業認可取得 

令和 ４年３月３１日 事業認可期間 



１．事業概要 整備イメージ 

• 事業の概要 

–位置図や計画諸元等 

• 事業の目的 

–現況、必要性等 

• 事業の経緯 
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平面略図 



１．事業概要 整備イメージ 

• 事業の概要 

–位置図や計画諸元等 

• 事業の目的 

–現況、必要性等 

• 事業の経緯 
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横断略図 

標準横断図 側道部横断図 



２．社会経済情勢等の変化 

• 事業採択の際の前提となっている需要の見
込み 

• 地元情勢の変化等 

 

 

社会経済情勢の変化（変更なし） 

本路線周辺の平成２７年度の現況交通量は、平成２２年度と比較し
ても、ほとんど変化していない。 

  

 現況自動車交通量【一般都道東京朝霞線】 

 （道路交通センサスによる） 

  平成２２年度：５，３９０台/１２ｈ  平成２７年度：５，００６台/１２ｈ 
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２．社会経済情勢等の変化 

• 事業採択の際の前提となっている需要の見
込み 

• 地元情勢の変化等 

 

 

関連する他事業等の進捗状況の変化 

・補助第２３０号線のうち、外環から土支田通りまでの延長約0.9ｋｍ
は平成２１年度に事業着手しており、用地を約89％取得している。 

 また、土支田通りから笹目通りまでの延長0.9ｋｍは平成25年度に
開通している。 
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大泉学園通り～外環  
L=1.25km 
事業中 （今回評価区間） 

笹
目
通
り 

光が丘駅 

外環～土支田通り  
L=0.9km 
事業中 

土支田通り～笹目通り 
L=0.9km 
平成25年度開通 



３．事業の投資効果 

• 事業の投資効果（B/C以外） 

–貨幣換算が困難な効果等による評価等 

–各事業における特徴的な定性的効果について等 

 

定量的効果 

現在価値化総便益額  ３５０．４億円 

走行時間短縮便益  ３２０．０億円 

走行経費減少便益   ２９．６億円 

交通事故減少便益    ０．８億円 

【便益（Ｂ）の算定】 

現在価値化総費用額  １５２．１億円 

工事費   ８７．５億円 

用地費   ５８．９億円 

維持管理費    ５．７億円 

【費用（Ｃ）の算定】 

【費用便益比（Ｂ／Ｃ）の算定】 

Ｂ／Ｃ ＝ ２．３   

• 費用分析効果 

–便益・費用の内訳、算定方法・計算条件等 
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※費用便益分析マニュアル（国土交通省 平成30年2月）に基づき分析 



３．事業の投資効果 

定性的効果 評価項目 評価基準

1 交通渋滞の解消 走行時間減少便益がある事業

2 物資流動円滑化への寄与 旅行速度の上昇が見込まれる事業

3 土地利用の転換・高度化 道路整備に伴い、都市計画を変更する計画がある

4 都市景観の向上 電線地中化、植樹帯設置する事業

5 バスの定時性

（拡幅事業）
・既定のバス路線である。
（新設路線）
・新たにバス路線となる計画がある。または、並行する現道が既定のバス路線である。
・完成時に、バス会社が新設路線を通す計画がある。

6 交通事故の減少 交通事故減少便益がある路線

7 緊急車両の走行 車道の幅員が拡幅される事業

8 延焼遮断 延焼遮断対の位置付けの有無

9 交通不便地域の解消 当該道路が、河川や鉄道などによって分断されている地域を結ぶ計画がある事業

10 商業・産業の活性化
・自治体のまちづくり計画等において、商業・産業を活性化させる地域に位置付けられている。
・大規模商業施設・大規模工場・トラックターミナルが沿道にある。

11 バリアフリー化 歩道の横断勾配を１％で整備する事業

沿道に下記の施設がある。

◇国、地方公共団体の庁舎

◇学校施設、教育施設（職員教育施設、図書館、博物館、公民館、運動場、体育館等）

◇病院（２０人以上の入院施設を有するもの）

◇児童福祉施設（児童福祉法第7条）

◇障碍者福祉施設
◇公園

◇鉄道駅

13 迂回交通の減少 交通容量の拡大が見込まれる事業

14 自転車や歩行者のための空間確保 歩道の拡幅や自転車走行空間の創出が見込まれる事業

15 災害時の避難路の確保 沿道に、東京都震災対策条例に基づく避難場所がある。

・木造地域不燃化10年プロジェクトにおける「整備地域」内である。

・当該路線の事業個所に６ｍ以上の道路がほぼ併走して通っていない。

17 その他

消防活動困難地域の解消

12

16

公共施設へのアクセス向上

１．交通渋滞の解消 
２．物資流動円滑化への寄与 
３．土地利用の転換・高度化 
４．都市景観の向上 
５．交通事故の減少 
６．緊急車両の走行 
７．延焼遮断 
８．商業・産業の活性化 
９．バリアフリー化 
１０．迂回交通の減少 
１１．自転車や歩行者のための空間確保 
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３．事業の投資効果 

定性的効果 評価項目 評価基準

1 交通渋滞の解消 走行時間減少便益がある事業

2 物資流動円滑化への寄与 旅行速度の上昇が見込まれる事業

3 土地利用の転換・高度化 道路整備に伴い、都市計画を変更する計画がある

4 都市景観の向上 電線地中化、植樹帯設置する事業

5 バスの定時性

（拡幅事業）
・既定のバス路線である。
（新設路線）
・新たにバス路線となる計画がある。または、並行する現道が既定のバス路線である。
・完成時に、バス会社が新設路線を通す計画がある。

6 交通事故の減少 交通事故減少便益がある路線

7 緊急車両の走行 車道の幅員が拡幅される事業

8 延焼遮断 延焼遮断対の位置付けの有無

9 交通不便地域の解消 当該道路が、河川や鉄道などによって分断されている地域を結ぶ計画がある事業

10 商業・産業の活性化
・自治体のまちづくり計画等において、商業・産業を活性化させる地域に位置付けられている。
・大規模商業施設・大規模工場・トラックターミナルが沿道にある。

11 バリアフリー化 歩道の横断勾配を１％で整備する事業

沿道に下記の施設がある。

◇国、地方公共団体の庁舎

◇学校施設、教育施設（職員教育施設、図書館、博物館、公民館、運動場、体育館等）

◇病院（２０人以上の入院施設を有するもの）
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13 迂回交通の減少 交通容量の拡大が見込まれる事業

14 自転車や歩行者のための空間確保 歩道の拡幅や自転車走行空間の創出が見込まれる事業
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・当該路線の事業個所に６ｍ以上の道路がほぼ併走して通っていない。

17 その他

消防活動困難地域の解消

12

16

公共施設へのアクセス向上

１.交通渋滞の解消 
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写真２ 

写真１ 

写真２ 写真１ 

光が丘駅 

今回評価区間 L=1.25km 

・周辺地域の交通の円滑化が図られる。 

１．交通渋滞の解消 
２．物資流動円滑化への寄与 
３．土地利用の転換・高度化 
４．都市景観の向上 
５．交通事故の減少 
６．緊急車両の走行 
７．延焼遮断 
８．商業・産業の活性化 
９．バリアフリー化 
１０．迂回交通の減少 
１１．自転車や歩行者のための空間確保 



３．事業の投資効果 

定性的効果 評価項目 評価基準

1 交通渋滞の解消 走行時間減少便益がある事業
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沿道に下記の施設がある。

◇国、地方公共団体の庁舎

◇学校施設、教育施設（職員教育施設、図書館、博物館、公民館、運動場、体育館等）

◇病院（２０人以上の入院施設を有するもの）

◇児童福祉施設（児童福祉法第7条）
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13 迂回交通の減少 交通容量の拡大が見込まれる事業

14 自転車や歩行者のための空間確保 歩道の拡幅や自転車走行空間の創出が見込まれる事業
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17 その他
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12

16

公共施設へのアクセス向上

１.交通渋滞の解消 

11 

写真３ 

写真３ 

・生活道路へ進入する通過交通が本路線に誘導される。 

１．交通渋滞の解消 
２．物資流動円滑化への寄与 
３．土地利用の転換・高度化 
４．都市景観の向上 
５．交通事故の減少 
６．緊急車両の走行 
７．延焼遮断 
８．商業・産業の活性化 
９．バリアフリー化 
１０．迂回交通の減少 
１１．自転車や歩行者のための空間確保 



３．事業の投資効果 

定性的効果 3.土地利用の転換・高度化 

12 
補助２３０号線大泉町三丁目地区計画パンフレット（出典：練馬区HP） 

・練馬区が進めている沿道地域のまちづくりに寄与する。 



４．事業の進捗状況 

• 事業の進捗状況 

–事業費・変更の要因 

–一定期間を要した背景等 

–前回事業評価以降の主な整備状況 

–残事業の概要 

 

事業費の執行状況 

用 地 費 工 事 費 合  計 

全 体 事 業 費 １０，４９６百万円 ４，０１３百万円 １４，５０９百万円 

執 行 済 額 ５，９４３百万円 ４９百万円  ５，９９２百万円 

執 行 率 ５６．６％ １．２％ ４１．３％ 

用地取得状況 

取得予定面積 
（Ａ） 

既取得面積 
（Ｂ） 

用地取得率 
（Ｂ／Ａ） 

１９，０２０㎡ １１，２０２㎡ ５８．９％ 
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（Ｈ３０年度末時点） 



４．事業の進捗状況 

一定期間を要した背景等 

・現道のない新設道路の整備箇所があり、地権者が多いことから 

 土地の取得に時間を要している。 
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① 

② 

現道 



５．事業の進捗の見込み 

今後の事業の進捗見込み 

・引き続き、用地取得を進める。 

・順次、工事に着手していく。 
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現況写真 

② ① 



６．コスト縮減等 

新工法、事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

・実施していくのは平面的な街路築造工事のみであるため、今後、
事業手法、施設規模等を見直す可能性はない。 

・工事の内容は大部分が街路築造工事であり、施工にあたって、新
工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性は極めて少ない。 

 

コスト縮減の取組 

・施工にあたっては、建設発生土の再利用や再生材の使用など
により、コスト縮減に努めている。 

• コスト縮減、代替案立案の取り組み等 

–技術の進展に伴う新工法の採用等による新たな
コスト縮減の可能性 

–事業手法、施設規模等の見直しの可能性 

• その他、日々の事業執行におけるコスト縮減
等の取り組み 
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７．対応方針（原案） 

• 本路線は、区部北西部の道路ネットワークを形成する
重要な路線である。 

• 本区間の整備により、周辺地域の交通の円滑化、快
適で安全な歩行空間の形成など十分な整備効果が期
待できる。 

• 中止の場合は、事業効果を発現できないだけでなく、
これまでの投資に見合った整備効果も得られなくなる。 

継   続 

• 事業の必要性等に関する視点 

–事業を巡る社会経済情勢等の変化 

–事業の投資効果やその変化 

–事業の進捗状況 

• 事業の進捗の見込みの視点 

–事業の実施のめど、進捗の見通し等 

• コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点 

• 対応方針（原案） 
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